
参考様式１

令和５年度

県名 事業名 評価対象地区数 県平均達成率（％）
農政局から県への

改善指導等の
必要の有無

県による総合所見 農政局による総合所見

滋賀県 推進体制整備 1 100 無

有機農業指導員を14名育成することができ、指導員に
よって60回の現地指導が行われ、オーガニック農業に取
り組む農業者の収量改善等、農業経営の改善につながっ
た。

有機農業指導員育成及び有機農業指導員による現地研
修は事業実施計画に沿って達成している。

京都府 推進体制整備 1 100 無
有機農業指導員を計画より３名多く育成することができ
た。有機農業指導員により199回の現地指導を実施し、有
機農業の栽培拡大へとつながった。

有機農業指導員育成及び有機農業指導員による現地研
修は事業実施計画に沿って達成している。

大阪府 推進体制整備 1 100 無
有機農業指導員を８名育成することができた。有機農業
指導員により16回の指導を実施し、有機農業の栽培拡大
へとつながった。

有機農業指導員育成及び有機農業指導員による現地研
修は事業実施計画に沿って達成している。

兵庫県 推進体制整備 1 100 無
有機農業指導員を30名育成することができた。有機農業
指導員により大小合わせ270回の現地指導を実施し、有
機農業の栽培拡大へとつながった。

有機農業指導員育成及び有機農業指導員による現地研
修は事業実施計画に沿って達成している。

奈良県 推進体制整備 1 80 一部有

専門技術指導員の育成について、成果目標年度における
目標値を上回る16人の育成ができたが、育成に向けた取
組の実施が10月以降となったため、令和５年度の指導活
動の実績は12回となった。

専門技術指導員育成は事業実施計画に沿って達成して
いるが、指導活動は未達成であった。当該事業は改善計
画を提出させるなどの改善措置を求めるものはないが、
上記にもあるとおり、任意で次年度当初に今年度の指導
活動結果を提出させるので、当初の計画以上に指導活動
を行ったか確認することとする。

みどりの食料システム戦略推進交付金及びみどりの食料システム戦略推進対策交付金事業評価書

（注）１. 「県平均達成率」欄は、みどりの食料システム戦略推進交付金実施要綱別紙様式第12号及びみどりの食料システム戦略緊急対策交付金実施要綱別紙様式第８号に記載された率について確認の上、
          転記する。


